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1-3　回収期間

1．意向調査の概要  　

1-1　目的

　令和６年度の現地調査で空家の可能性が高いとされた建物の所有者を対象に、建物の実態及び所有
者の意向等、空家に関する情報収集を目的とし、アンケートによる意向調査を実施した。

1-2　調査の方法

　対象となった3,411戸の建物所有者に対し、郵送により調査票を配布し、郵送、インターネット回答による
調査票の回収を実施した。

　令和7年4月24日から令和7年5月30日

1-４　回収結果（6月6日回収分まで）

　調査対象人数　　3,189人（宛先不明等を除く）

　有効回答人数　　1,633人　（回答率　51.2％）
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２.意向調査項目の詳細

n=1,575

居住実態 建物所有者本人（人） 建物所有者本人ではない（人）

20代以下 0 0

20～30代 13 5

40～50代 231 103

60代 429 122

70代 431 56

80代以上 165 20

計 1,269 306

図2-1　建物所有者の年齢

2-1　建物所有者の年齢

　調査対象建物の所有者の年齢集計表を表2-1に示す。

表2-1　建物所有者の年齢集計表

　調査対象建物の建物所有者本人と回答した方の年齢ついて分析した結果、「70代」が431人

（34.0％）でもっと多く、次いで「60代」が429人（33.8％）で、60代、70代で全体の7割近くを占めてい

る。

20代以下
0.0%

20～30代
1.0%

40～50代
18.2%

60代
33.8%

70代
34.0%

80代以上
13.0%
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n=1, 604

建物の所有 回答数（人）

把握している 1,598

把握していない 6

計 1,604

図2-2　建物の所有

2-2　建物の所有

　空家等を所有していることを把握しているか調査した結果を集計表を表2-2に示す。

表2-2　建物の所有

　空家等を所有していることを把握しているか調査した結果、「把握している」が1,598人（99.6％）で

所有者自身が空家を所有していることを把握していることが分かった。

把握している
99.6%

把握していない
0.4%
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n=1,555

居住実態 所有者自身 所有者以外

20代以下 0 0

20～30代 13 5

40～50代 248 80

60代 431 116

70代 408 70

80代以上 144 40

計 1244 311

図2-3　維持管理と所有者の年齢

維持管理を行っている人（人）

2-3　維持管理と所有者の年齢

　調査対象建物の維持管理と所有者の年齢集計表を表2-3に示す。

表2-3　維持管理と所有者の年齢集計表

　調査対象建物の維持管理を行っている方とその年齢ついて分析した結果、維持管理は8割が所有

者自身で行っており、そのうち「60代」が431人（34.6％）、「70代」が408人（32.8％）となっている。所有

者以外の管理者は「家族・親族」が多い。

20代以下
0.0%

20～30代
1.0%

40～50代
19.9%

60代
34.6%

70代
32.8%

80代以上
11.6%

所有者自身
80.0%

所有者以外
20.0%
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n=1,477

アドバイスの必要性 回答数（人）

アドバイスを受けたい 721

アドバイスは必要ない 756

計 1,477

図2-2　建物の所有

2-4　アドバイスの必要性

　担当職員からのアドバイスが必要か調査した結果を集計表を表2-4に示す。

表2-4　アドバイスの必要性

　担当職員からのアドバイスが必要か調査した結果、「アドバイスを受けたい」回答した方が721人

（48.8％）となっている。

アドバイスを受けた

い
48.8%

アドバイスは必要な

い

51.2%
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n=1,535

今後の意向 回答数（件）

売却を検討している 596

賃貸を検討している 186

自分や家族、親族が使っているまたは使う予定である 562

自分以外の者に管理を任せたい 68

解体を行って更地にしたい 368

考えが決まっていない、またはどのようにしたら良いか分からない 493

図2-5　今後の意向

2-5　今後の意向

　調査対象建物の今後の意向について集計表を表2-5に示す。

表2-5　今後の意向集計表

　今後の意向について分析した結果、複数回答した方が多く、その中でも「売却を検討している」が

596件（38.8%）や「自分や家族、親族が使っているまたは使う予定である」が562件（36.6%）、「考えが

決まっていない、またはどのようにしたら良いか分からない」が493件（32.1%）で多い。

0% 5% 10% 15% 20% 25% 30% 35% 40%

考えが決まっていない、またはどのよう

にしたら良いか分からない

解体を行って更地にしたい

自分以外の者に管理を任せたい

自分や家族、親族が使っているまたは

使う予定である

賃貸を検討している

売却を検討している

32.1% 

24.0% 

4.4% 

36.6% 

12.1% 

38.8% 
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n=1,347

必要な支援 回答数（件）

空き家解体費用にかかる補助 953

不要となった家財道具の片付け費用にかかる補助 770

空き家情報バンクによる売買や賃貸情報の提供 632

空き家を賃貸物件として利活用するために必要なリフォーム工事費にかかる補助 467

相続登記のため司法書士に依頼した場合の委託費用にかかる補助 370

空き家対策を取り組む担当部署の集約（ワンストップ窓口の整備） 235

所有者が納得いく使い方をしてくれる人を探すための支援 226

空き家の無償譲渡に関するサービス 188

首都圏や市内にお住まいのかたを対象とした空き家相談会の開催 159

その他 70

図2-6　必要な支援

2-6　必要な支援

　必要な支援集計表を表2-6に示す。

表2-6　必要な支援集計表

　空家等の所有者が必要な支援について分析した結果、複数回答した方が多く、その中でも「空き

家解体費用にかかる補助」と回答した方が953件（70.7%）で最も多く、次いで「不要となった家財道具

の片付け費用にかかる補助」が770件（57.2%）で多い、必要な支援全体を見ても費用の補助が必要

だと回答している方が多い。

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80%

その他

首都圏や市内にお住まいのかたを対象とした空き家相談会の開催

空き家の無償譲渡に関するサービス

所有者が納得いく使い方をしてくれる人を探すための支援

空き家対策を取り組む担当部署の集約（ワンストップ窓口の整備）

相続登記のため司法書士に依頼した場合の委託費用にかかる補助

空き家を賃貸物件として利活用するために必要なリフォーム工事費にか

かる補助

空き家情報バンクによる売買や賃貸情報の提供

不要となった家財道具の片付け費用にかかる補助

空き家解体費用にかかる補助

5.2% 

11.8% 

14.0% 

16.8% 

17.4% 

27.5% 

34.7% 

46.9% 

57.2% 

70.7% 
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